
1 はじめに 

日本では，生産年齢人口の減少に対して，労働力の
質的資本の蓄積を促進することが望まれている．近年
の著しい技術革新に伴って，生産性に「知」が求めら
れる機会が増えたことで，過去に培った知識が数年後
には風化してしまうことも珍しくない．そうした意味
で個々の人的資本というのは，時間の経過とともに消
耗していく特徴がある．また，長寿化による単純な労
働時間の延長や新たな技術革新によって，キャリアチ
ェンジが必然的にも起こりやすくなってきている．こ
うした社会背景を受け，従来型の若年世代を対象とし
た教育課程に加えて，近年では成人を対象とした学び
直しを指す，リカレント教育が話題に挙げられている．
日本でのリカレント教育の定義は、働くことが前提で
の学びとして，専門学校や大学といった公的教育機関
での教育だけでなく，OJT・社内研修や講演会，セミ
ナーへの参加なども含めた広義なものとなっている． 

2 現状分析 

日本は若年世代における高等教育水準の高さや長期
雇用の慣行から，リカレント教育水準が低い傾向にあ
る．また，学び直しに関して，費用や時間，プログラ
ムの不足といった個人の環境要因以外に，各関係者間
の認識の齟齬が起因していることも挙げられる．
Table1は各関係者に対して，学び直しで重視すること
をアンケート調査した結果であり，認識の齟齬が大き
い点を赤字で表記している． 

 
Table 1 大学等での社会人学び直しについての関係者の認識 1) 

 
こうした受講者のニーズを踏まえて，これからの産

業界のニーズの変化に対応する人材を，現代社会人に
学び直しの機会を充実させることで対応していこうと
する考えのもと，行政政策による支援がなされている
2)．文部科学省は，履修証明プログラムの整備や社会
人が受講しやすい環境の整備といった，間口の拡張に
取り組んでいる．厚生労働省や経済産業省は，受講者
や企業に対する費用補助を行っている．しかし，こう

した政策が受講者や企業に対する細かなニーズに対応
できていない点や，そもそもの環境要因の解消には繋
がっていないことが原因で，リカレント教育が一般に
普及するに至っていない現状である． 
 
3 研究目的 

前述した通り，社会背景に伴ってリカレント教育が

注目されるなか，政府としても積極的な普及の促進を

目指している．個人にとっても技術革新による社会背

景から社会全体でニーズが増えており，今後の施策や

補助といった行政政策によって，受講者が学び直しの

選択をするメリットを引き出すことが課題となる． 

そこで本研究では，新たな政策の補助や環境整備を

行うことで，リカレント教育普及率と，還元される人

的資本の向上（経済成長の促進）が，投資率（投資額）

に対してプラスにはたらくシナリオ施策を検証するこ

とを目的とする． 
 
4 先行研究・方法論 

田中（2017）3)は，リカレント教育を通じた経済全
体の人的資本の成長率を，数理モデルを作成して明ら
かにした．ただし，リカレント教育が高等教育に対し
て補完的に働いていれば、社会全体の人的資本と所得
を向上させるという前提のもとで展開されている．前
述した通り日本におけるリカレント教育は広義の意味
で捉えられているため，受講形態や期間などの詳細を
追う必要がある． 

また，本研究では施策に対するリカレント教育の普
及率の変化をみることが目的にあるため，受講者がど
ういった条件下であればリカレント教育を行う選択を
するかということを追っていく必要がある．一方で，
先行研究では個人の意思決定はライフサイクル仮説
（生涯における所得の総額）のもとでのみ行われてい
るため、個々人の特徴までを考慮して分析していない．
そこで本研究では，社会人のリカレント教育受講の意
思決定モデルの作成を行い，施策条件下での選択を表
現することを目指す． 
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概要－   生産年齢人口の減少や技術革新に伴って，日本では社会人の学び直しであるリカレント教

育が近年話題に挙げられている．現状の普及水準が低いなか，今後の行政政策におけるリカレント教

育を普及させる施策や環境整備が重要となる．本研究では，社会人のリカレント教育受講意思決定モ

デルを構築し，施策に対する人的資本の向上が経済成長にプラスにはたらくシナリオの検証を行う． 
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